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1．　はじめに
　1953年9月1日，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する湊律の一部を
改正する法律（昭和28年法律259号）が公布され，占領期にアメリカのイニシ
アチブの下で制定された独占禁止法制に大幅た変更が加えられた。改正理由は，
政府側の説明によれぱ，49年改正が外資導入と証券消化という具体的な理由を
提示したωのとは対照的に，r本法の諸規定のうちには，わが国の経済の特質
と実態に沿わないものがあり，これがために経済の発展にかえって支障をきた
す」という総括的な点に求められ，占領政策の行遇ぎの是正とLて改正の必要
が提示された。それゆえ，改正点も多岐にわたり，（工）これまで禁止行為とLて
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列挙されていた共同行為の禁止規定を削除し，同時に一定要件の下でカルテル
を容認したこと，（2）競争会杜閻の株式保有等のいわゆる独占形成の予防規定を
緩和したこと，（3）不当な事業能力の較差の排除等，いわゆる市場構造基準によ
る私的独占の予防規定を削除したこと等が，その主要な改正点であった。
　そして，アメリカの独占禁止法制より厳格凌部分の緩和を中心としたこの53
年改正によって，戦前の法秩序と正に対照的な独占禁止法制がわが国に定着す
ることとなった。独占組織を放任するぱかりでなく，それを政策的に助成し，
他方その経済カの濫用については国民経済の発展を意味する「公益」の観点か
ら規制するという戦前（1931－7年）の関係＝到とは正に逆に，独占組織の活動
を「公共の利益」（この語は，自由競争秩序それ自体を意味する）に反するもの
として原則的に禁止し共同行為は例外的に認めるという戦後の政府と独占組
織の関係が53年改正以降次第に定着した。こうLた各都門におげる自由な生
産・投資活動を保障し，同時に不況期に緊急避簸的な協調行為をも一時的に認
めるという柔軟な競争促進的な法秩序が，しぱしぱ指摘されているように高度
成長期の活発な企業間競争を支える制度的枠組となってゆくのである。一劃
　本稿は王以上の意味で戦後の企業間競争秩序の形由ことって決定的意味をも
つ53年独占禁止法改正の政策決定遇程の解明を課題とする。
　ところで，49年の第1次改正につづくこの53年の第2次改正について，これ
までの法制史研究は，独占禁止法制の性格転換をもたらした犬改正と評価して
きた。例えぱ，改正直後に今村成和は，改正の中心を予防規定の消滅と，反カ
ルテル政策の変化に求めた上で，r独占の禁止を塞本原理とL，その実効性あ
る実現を本来の姿であるとするならぱ，このような改正は，もはや本来の意味
での独占禁止政策の枠内での緩和に止まるということはできない。むしろ，そ
の性格的な変貌をもたらしたものと認める外はない」と評価｛4〕L，こうした評
価は最近の研究に至るまでほぼ踏襲されているといってよい。一51
　たしかに，占領期に制定をみた原始独占禁止法の構成と対比して，53年改正
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を評価すれぱ，同改正が，原始独占禁止法の核心的部分をいづれも緩和，ない
し削除した点において，その基本的性格の変化が指摘されざるをえないであろ
う。しかL，いったん以上の法制史的観点を離れ，経済政策史的観点から，52
－3年の改正の政策遇程に身をおいてみると，イメージはやや異なってくる。
講和発効後，ただちに取り組まれた独占禁止法改正における因内の各政策主体
の要求は，現行猿占禁止法の原則を全面的に転換Lて，戦前的な法秩序の復帰
を要求するものであった。経済団体違合会は，独占組織の結成，活動の自由を
指向して，イギリスで定着をみた弊害規翻主義的立法への現行法の転換を要求
した。また，通産省の当初の溝想は，戦前の重要産業統制法の再現であって，
それが不可能と判明すると，現行法の予防的性格の全面的緩和を追求した。し
かもこの時点では，58年改正問題で登場する中小企業，農業，消費者団体等の
独占禁止法改正反対の声もいまだ小さく，世論の動向は，改正については「占
領政策」の行き遇ぎ是正として好意的であった。つまり改正間題の本格化した
53年初頭の時点で改正の方向はいまだ多様な可能性を秘めており，この点から
みれぱ，これまで法制史研究の提示するイメージとは異なって53年改正法の内
容は，小幅なものにとどまったという見方も可能である。むしろ小幅にとどま
ったからこそ，それ以後一貫して通産省，及び経済界は，独占禁止法の緩和要
求，あるいはその適用除外を可能とする組織化立法制定を繰り返し試みるので
ある。
　Lたがって，53年改正の政策決定過程の検討にあたっては，戦前的な法秩序
への復帰を指向する国内政策主体の大幅緩和要求にもかかわらず，なぜ改正が
小幅なものにとどまったのか，と問うことが重要である。本稿の直接の主題は，
52年末から，53年9月までの独占禁止法改正の政策決定過程を追求することを
通じて，この問いに答える点にある。そしてこの作業を通じて高度経済成長期
の企業間競争を規制する枠組がいかにLて定着することとたったかが解明され
ることとなろう。
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2．改正問題前史
　53年改正間題は，実質的には52年末から胎動することとなるが，その遇程を
追跡する前に，あらかじめその前史を必要な限りで確認しておくこととする。
　（1）独占禁止法の改正は，リッジウエイ声明（1951年5月1日）を契機とす
る占領政策の見直しの重要な一環であった。現行独占禁止法は，49年の改正で
主として国際契約に関する規制と，株式保有の全面的禁止につき緩和改正を見
たものの，いぜん独占禁止法の母国アメリカの法制と対比Lても，①後者におい
て解釈上定着したにとどまるカルテルに対する「当然違法」の原則を第2条6
項，第4条，事業者団体法において，法文上明記Lた点，②同様に後老において
法文に明記されていたい不当な事業能力較差の排除命令を第8条において明記
Lている点，③後考においてr競争を実質的に減殺する場合禁止」とされた競
争会杜問，及び金融会杜の株式保有が，それぞれ原則的禁止，あるいは5劣以
内とされていたことの3点において厳格な面を持ち，＝副それだけに復興途上に
あった日本経済に適合しない面が強かった。その改正は焦眉の急務であった。
　それゆえ，同声明を契機に設立された政令諮問委員会は，ただちに緩和改正
の方向で検討を開始Lたが，①カルテル制隈規定の全面的緩和，②市場構造基
準による独占禁止法運用を可能とする不当な事業能力較差排除規定の削除，③
トラスト予防規定の大幅緩和，そLて④コソツェル1■予防規定の廃止を骨子と
するその緩和案はあまりに徹底していたため公正取引委員会，及ホ政府め受け
入れるところとはならなかった。そこで②，③を断念し，より緩和の程度を徴
温化し，カルテル制限規定の緩和とコンツェルン＝資本結合予防規定の緩和の
2点に重点を置いた改正案にしたがって7月末以降，占領当局と折衡を続げる
こととなったo例
　しかし，後にみる53年諸改正案の内容からみれぱ著Lく控え目な改正案に対
する占領軍総司令部の態度は著しく慎重であって，この改正を必要とする理由
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を執勘に追求してきたという。＝富〕しかも講和条約締結直前の9月4日のサンフ
ランシスコにおげるトルーマン大統領の演説は，占領期に制定された諸法令が
日本経済の民主化に大きな貢献を果たした点をあらためて強調するものであっ
て，この内容が日本に伝わるとともに政府・与党は講和実現後直ちに独占禁止
法，事業奏団体湊等の諸法令を改正することは国際杜会への参加にあたり民主
主義国家によって誤解されるという判断を強めていったといわれる。値］こうL
た状況の中で，結局第4，6条のカルテル制限規定の緩和も望みがたいことが
次第に判明するにいたり，11月政府は，独占禁止法の改正を資本結合＝コンツ
ェルンの制限規定の緩和のみに限定することに決定，同案を事業考団体法改正
案とともに占領軍総司令部に提出した。ω
　カルテル制隈におけるr当然違法の原則」の変更が不可能であることが判明
したこの時点で政府は，経済復興に不可欠な企業の資金調達の促進に狙いを絞
り，独占禁止法の早期改正を追求Lたのである。しかL，当初の政令諮問委員
会答申からみれば大幅に後退したこの隈定された政府の改正案でさえ，それを
検討した総指令部経済科学局（ESS），並びに民政局（GS）の受げ入れるとこ
ろとはならなかった。翌12月6日，総司令部は，次の2点を主たる理由として，
r全面的に改正は認めがたい」という声明を発したのである。
　1．独禁法は米国の反トラスト法に比べ必ずしも厳し遇ぎるものではない。
　2．証券取引法が比較的緩やかなため最近各会杜の持株が漸増しているが，この際独
禁法が緩和されることは，ごの傾向をさらに助長する，その上競争会杜の株を持ち得る
ようにすれぱ独禁法の建前である自由競争や公正敢引の精神が崩れる懸念が強い。ω
　こうして独占禁止法の改正は当面不可能となり，講和以後に持ち越されるこ
ととなったのである。
（2）53年4月28日アメリカの批准書の寄託によって対日平和条約は効カを発
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揮し，占領状態はここに終結してわが国は国際杜会における主権を回復Lれ
この講和の発効は，国内の諸政策主体による改正要求をこれまでその実現を妨
げていた総司令部の直接的制約から解放Lた点で独占禁止法の改正が，著しく
現実性を高めたことを意味した。しかし，その反面，いまだ現行独占禁止法の
改正の跨期と，方向を決定するにあたって，それが，独占禁止法に基づく自由
主義的経済秩序を世界中に拡大しようとする対米関係に与える影響を考慮にい
れなければたらないという意味で依然対外関係は独占禁止法改正閲題の外枠と
Lての意味を持っていた。つまり，講和の実現とともに，独占禁止法の施行に
あたる公正敢引委員会は，いまや超憲法的存在として機能Lていた総司令部の
督促と保護を離れて初めて独カで活動することを迫られ，他方独占禁止法の改
正を追求する国内の政策主体は，各々の立場で対外関係を考慮して改正案を提
示Lて行くこととたるのである。
　ところで，この対日講和発効の直前の52年初頭から，日本経済は，朝鮮戦争
終結によるブーム終了後の本格的た調整過程に入っていた。繊維部門を中心に
各部門で生産過剰が顕在化し，企業問共同行為を全面的に禁止する現行独占禁
止法の改正の必要が急速に増加していたのである。㈱
　もっとも，こうした状況の中で，通産省は，ただちに独占禁止法の改正を追
求Lたわげではなかった。同省は，当初各部門に対して外貨割当を根拠に生産
制限を指導する一方（いわゆる勧告操短），8月以降この時期制定をみた中小企
業安定臨時措置法，輸出取引法と並行して，主として破滅的競争に陥った大企
業部門を対象とする重要産業安定法を独占禁止湊の適用除外立法として溝想L
たのである。同法案は，政令で適用部門を指定し，ω当該部門で民間からの申
請があった場合，主務大臣の認可によって生産・販売数量・設傭制限等カルテ
ルを独占禁止法の適用除外として認め，さらに当該カルテルの規制力をアウト
サイダー命令によって保障するというものであって，それは当時の評論がしぱ
しぽ指摘し，事実立案に当たった通産省企業局の官僚自身も参照Lたように，
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戦前のr重要産業の統撒こ関する法律」（昭和6年，法律40号）と相似した面
を備えていた。胸
　すでに講和前から独占禁止法の改正を主張していた通産省が，この蒔点でカ
ルテル制限規定の緩和という独占禁止法の改正ではなく，あえてその適用除外
立法として時隈＝臨時立法的性格の強い重要産業安定法の成立を追求した理由
としては，さしあたり次の2点を指摘することができる。第1は，独占禁止法
改正に対する次のような通産省独自の判断があった。つまり，r講和発効前後
の日米間の話合いの経緯に鑑み此の際独禁法の基本体系自体を骨抜にする垣久
立法を提案することは，国際的考慮から見てやや穏当を欠く嫌いがあり，最悪
の場合には外交上の紛議をもたらす虞すら存する」あるいは，r独禁法は戦後
目本経済の基本立法であるから，これを改正するに当たっては最も慎重を期さ
なけれぱならない。従って急を要する不況対策立法とは別個にこれを取扱うこ
とが妥当である」というのが同省の判断であって，こうした対外的・対内的考
慮から，適用除外立法が選択されたのである。㈹
　そして第2に，適用除外立法の制定によって，通産省には同省の追求する産
業安定，さらに産業の組織化のための介入権を確保Lようとする狙いがあった
点が重要である。独占禁止法の改正によってカルテルが仮に部分的に承認され
たとしても，同法の主務官庁は公正取引委員会であって，この時点で同省が完
全に喪失していた産業組織への介入権を回復することにはならたい。それに対
してr主務大臣」が，適用除外部門を政令で指定し，カルテル認可権をもてぱ，
同省は強力危統制権を留保するのであって，ここに，同省が一般的な適用除外
立法を遺求した，いま一つの理由があったとみられよう。
　しかし，こうLた判断と利害意識から8月初頭以来精力的に取り組まれた通
産省の独占禁止法の適用除外立法制定の試みは，必ずしも多くの支持者を得た
わけではなかりた。独占禁止法の運用の担当官庁である公正取引委員会は当然
ながら強硬な批判を加えた。胸そして，重要産業安定法の法益を受けるはずの
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大企業都門，およびその資本家団体の意見も，「独禁法には多くの改正すべき
点があるので，主体の独禁法を放置して単猿立法を作ろうとすれぱ，多くの法
案を必要とし，法規の繁雑化，官僚統制の強化を招く」という意見にみられる
ように予想に反して批判的であった。胸
　しかも，それぽかりではない。カルテルを原則として禁止する独占禁止法の
存在にもかかわらず，その改正には手を触れないまま，独占的支配力の行使の
可能性の否定できない大企業部門にアウトサイダー命令すら含む適用除外立法
を制定しようとする構想は，それ自体として大きな問題を抱えていた。独占禁
止法の適用除外として提案されるために不可欠であった重要産業安定法案の臨
時的・時隈立法的性格と，①設備規制協定への法の適用，②r損失の虞のある
場合」というr蓋然的」な認可要件をその規定の中軸とする同案の実体規定自
体の垣久的性格との聞には同案を審議した法制局の指摘したように大きた矛盾
があった。胸そのために企業局によって立案された重要産業安定法については
通産省内部でさえ異論が生じることとなって，臼oこの結果11月末には，通産省
側は，独占禁止法の改正には手を触れず，その適用除外立法の制定によって大
企業部門におげる競争促進的た産業秩序と，不況対策としての競争制限行為の
必要との調整をはかるという政策方向に消極的となったのである。触
3．国内政策主体の改正要求と「私的独占禁止法改正要綱」
　重要産業安定法案の制定に通産省当局が消極的となった52年11月末，経済審
議庁は，次期国会に独占禁止法改正法案を提出することを公表した。⑫同庁は，
経済の総合企画官庁としての立場から朝鮮動乱後のブーム終息過程におげる不
況の深亥1化を重観し，同庁のイニシアチブのもとで自由競争秩序の維持と経営
の安定，輸出の促進という産業政策上の目的との調整を独占禁止法の改正とい
う形で追求しようとしたのである。ここに，いったん後邊Lた猿占禁止法改正
問題は再び浮上し，本格的た検討に入ることとなった。以降，当初多様な方向を
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示Lていた改正案が最終的に翌53年2月3日の公正取引委員会の私的独占禁止
法改正要綱によって改正原案が確定するまでの経過ぼ，（1）上記の経済審議庁意
見を皮切りに経済団体連合会の意見書，通産雀意見が示される中で，公正取引
委員会がそれらの機先を制するかのように改正の基本方針を声明した12月20日
までと，（2）その声明を前提に経済審議庁，通産省が改正意見（第2次）をまとめ，
公正取引委員会に申L入れた12月末から翌53年1月までの2局面に区分するこ
とができる。以下，順を追って各政策主体の改正案の推移を追跡してゆこう。
（1）第1局面（52年12月）
　さて，この52年12月時点の経済審議庁，及ひ通産省の改正意見は基本的方向
において一致していた。それは次の諸点に見いだすことができる。鴻
　第1に，改正の基本的考え方として，両老は現行法の予防規定を全面的に緩
和L，法の適用範囲を競争の実質的制隈と事業活動の不当な拘東に隈定すると
いう点で一致していた。経済審議庁産業課の作成になる11月27目付の改正意見
は，r現行独禁法においては，手段たるr公正自由競争』の確保があまりにも
全面に強く出すぎ，目的たるr経済の発達』との問に，特に経済の現段階に照
合すれぱ矛盾を生じてきている」，またその理念構成は，「前世紀的且つ公武的，
理論的，実践的にも旧式的・平面的に遇ぎる」と批判した上で，改正の方向と
して一般的には当該事項が一定の取引分野におげる競争を実質的に制隈するこ
とになる場合，及びそのおそれのある場合に局限し，r予防規制」を不当取引
制限の線まで緩和することを妥当とLた。
　他方，これまで重要産業安定法の立案に精力を傾注していたため，通産省の独
占禁止法改正に対する敢組みはやや遅れていたが，12月18日に至って初めて第
1次意見の成案を見た。同文書は，上記の経済審議庁案が現行独占禁止法の理
念に対する批判に犬きな重点をおいたのとは対照的に，もっぱら現行独占禁止
法が日本経済の実体に適合していない点を強調して改正の必要を立論している
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点に力点の相違があったものの，同様に定義規定＝第2条におげる潜在的競争
の削除を明記し，予防規定の全面的緩和を要求している点では同様であった。
　そして第2に，以上の現行法の予防規定の緩和，法の適用範囲の競争を実質
的に割隈する場合への隈定という観点から，通産省，経済審議庁はともに，実
体規定の改正について①カルテル規制規定第4→条の緩和と，②コンツェル
ン予防規定第10－14条の緩和を要求Lた。
　先ず，①のカルテル規制については，通産省，経済審議庁ともに現行法の
r当然違法」の原則に基づく形式的・原則的禁止から競争を実質的に制隈する
場合のみ禁止へと緩和しようとする点，そして競争を実質的に制限する場合で
も不況，合理化，輸出カルテルの場合は認可しようとする点で同一の指向を持
っていた。例えぱ，経済審議庁意見の第4条の緩和の文言は，r特定共同行為
については一定の取引分野におげる競争を実質的に制限する場合においてのみ，
これを禁止することとする」とされ，また通産省意見も，r第4条の共同行為
は，すべて公正取引委員会への届出を義務づげるとともに，競争を実質的に制
隈する場合のみ禁止する」としたのである。
　現行法第4条に列挙された禁止行為を削除し，共同行為の届出を要求Lた弼
案のねらいは，共同行為を全面的に禁止していた現行法の原則を改め，共同行
為が競争を実質的に制限する場合のみ禁止することによって，その容認範囲の
拡大をはかる点にあった。つまり，生産数量，価格に関する企業間の協定，あ
るいは協議という形式的事実の確認を独占禁止法違反の構成要件とするこれま
での原則から，幽共同行為が実効力，つまり価格形成に対Lて実質的な影響力
を行使することを違反の構成要件とする原貝竈に転換Lようというのである。
　他方②のコンツェルン予防規定については，両意見ともに，現行法の予防規
定の緩和，競争を実質的に制隈する場合への限定という観点から第1（ト14条の
緩和を提示Lた。例えぱ，通産省意見は，r本法の基本理念である公正かつ自
由な競争を促進するためには，これを阻害する競争の実質的制限と事業活動の
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不当な拘束を排除すれぱ充分であり，このおそれがある株式，役員兼任の実状
は，公正取引委員会が明確に把握し，他方狭小な起債市場は最大隈に活用すべ
きである」として，①競争会杜間の株式保有の全面的禁止，（第10条1項，第
第11条1項），②会杜役員による競争会杜の株式保有の全面的禁止（第14条3
項），③競争会杜間の役員兼任の全面的禁止（第13条）を，いずれもr競争を
実質的に制隈する場合」にのみ禁止に改めることを，④金融会杜の株式保有眼
度の5％から10劣への引き上げ（第11条2項）とともに要求したのである。
経済審議庁意見も改正点については全く同一であって，資金調達の容易化を図
るために両意見は等しく株式保有の制限規定の緩和を提示したのである。
　もっとも，第3に，通産省，経済審議庁の意見書は，予防規定の緩和，競争
を実質的に制限する場合への適用範囲の隈定というその狙いからみると意見自
体に不十分な点・あるいは一貫していない点があったことが重要である。当面，
注目に値するのは，次の2点である。
　一つは，カルテル禁止規定の緩和の論理，及び方向にあった。すなわち，経
済審議庁，通産省両意見は，禁止行為を列挙した現行第4条の削除によって
カルテルの範囲を拡大する点にあった。しかし，現行法第2条4項の定義規定
は，r不当な敢引制隈」をr公共の利益に反して競争を実質的に制隈すること」
（傍点引用者，以下同じ）としており，しかもその場合r公共の利益」とは
r自由競争秩序」それ自体とされていたから，㈲仮に第4条を削除してもカル
テルの許容範囲は非常に隈られる可能性があった。つまり，公共の利益を自由
競争秩序の維持とする現行法の解釈を不変のままにすれぱ，カルテル行為は，
常にr公共の利益」に反すると解釈される可能性が残り，通産省，経済審議庁
の狸いは犬きく制約される可能性を含むのである。そこで，「公共の利益」の
処現つまり，第2条4項の定義規定からそれを削除するか，あるいはその解
釈を変えるかが，共同行為の容認範囲を拡犬しようとする両者にとって本来不
可避の間題となるはずであったが，この点については共に徴妙たニュアソスの
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差を含みながらも明言を固避していた。経済審議庁は，現行独占禁止法の理念
に対する批判に紙幅を割きながらも，あえてr公共の利益を国民経済の発展」
とする立場は取らないと明記した。他方通産省は，共同行為の必要について経
済実体からの要請を強調するのみでこの法の根幹に係わる規定についてはなん
ら言及していなかった。
　また二つめに，通産省，及び経済審議庁の改正意見は，現行法の行き過ぎた
予防規定の緩和，あるいは潜在的競争規定の削除を一方で要求しつつも，当然
そこから要請されるべき，第8条の不当な事業能力の較差排除，あるいは第15，
16条の合併，営業譲渡の予防規定の緩和については何等言及Lていない点で・
等しく一貫性を欠いていた。とくに，戦前日本の経済の軍事化の一因を各主要
部門の高度に集中的な溝成に見いだしたエドワーズ調査団の勧告に基づいて明
文化された㈱現行法第8条は，他杜との共同行為（カルテル・トラスト）を何
等行わない場合でもその規模が私的独占を可能とする場合には排除措置を採り
うることを意味し（それゆえ，現行法のもっとも革新的部分を形成していた），
それだけに経済界からは「憲法上の私的所有の保障」に反するとして大きな批
判の生じた規定であったが，この点について通産省，経済審議庁ともにいまだ
態度が定まっていなかったのである。
　以上のように経済審議庁，通産省意見は，ともに現行独占禁止法の厳椿た予
防規制を，競争を実質的に制隈する場合の線まで緩和する点で共通の指向を持
っていたが，その改正の基本的な考え方と，実体規定の意見との間にはいまだ
矛盾を含み，また当面間題とされたカルテル制限規定の緩和についても，どの程
度緩和するか明確な方向が定まっているとはいいがたかった。現行独占禁止法
が日本経済に適合しないという認識を強く持ちながらも，他方で既述のように
著Lく控え目な緩和案すら総司令都に拒否された経緯を考慮すれぱ，現行独占
禁止法の原則に大幅な変更を加える改正案を提示することは回避しなけれぱな
らないという判断も存在したとみられ，こうした二つの要請が，この12月時点で
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の経済審議庁，通産省のやや矛盾した改正意見の構成に反映したとみてよい。
　これに対して，これまで機会ある毎に独占禁止法の改正を要求Lてきた経済
団体連合会の改正案㈱は，この時点で現実性をもつか否かを別とすれば案自体
は極めて一貫していた。
　同案は，改正の基本方針として，（イ）取締の対象を本来の禁止目的とするr公
共の利益」に反して，r一定の取引分野における競争を実質的に制隈する行為」
並びにr不公正競争方法による行為」に局隈すること6（口）その際r公共の利益」
の定義を明らかにし，それがたんに消費老の利益だけを意味するものではなく，
生産老，ないし供給考の立場も公正に考慮Lた内容を持つことの2点を提示し，
その上で実体規定については，後掲表1に整理した通り，①カルテルの予防規
定である第4→条，および不当な事業能力の較差排除規定第8条を削除する，
②コンツェルンの予防規定である第9－14条を緩和する；③競争を実質的に制
限することとなる場合，合併，営業譲渡を禁止する第15，16条は，他の条項に
よって弊害を禁止しうるので削除する，④事業考団体法の廃止，⑤司法権と行
政権を分有する公正取引委員会のあり方の再検討をその具体的な内容とLた。
　このように，経済団体連合会の改正案は，現行独占禁止法の原則的な転換，
つまり自由競争の縫持＝公共の利益の確保を目的とする独占禁止法を独占組織
の結成を原則として自由に認め，その活動が国民経済の利益という意味での
「公共の利益」に反する場合に隈って弊害を規制するというイギリス流の幣害
規制立法へ転換しようとするものであって（イギリスでは，48年にr独占及び
制限的慣行（調査及び規制）法」（Monpolies　and　Restrictive　Practices
（Inquiry　and　Con吐ol）Act）が制定され，これが現行独占禁止法の犬幅緩
和を追求する経済団体連合会の要求のモデルと匁っていた），そうしたものと
Lては，論理的に一貫したもの，つまり基本的な考え方と，実体的規定の改正
点とが整合した案であった。そして経済団体連合会は，以降53年改正問題の改
正過程を通じてこの要求を堅持し続けるのである。
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　以上のように11月末から12月中旬にかげて童ず経済審議庁が，独占禁止法改
正案の国会提出を公表L，それを受げて経団連が年来の抜本的な改正案を提示，
さらにやや遅れて通産省も独占禁止法改正にその主力を移すといった形で大幅
改正の機運が昂まるたかで独占禁止法運用の担当官庁公正取引委員会は，その
機先を制するかのように自ら改正方針を明示した。通産省が上記の案を作成し
たのと同じ18目，公正取引委員会横田委負長は，緒方副総理と会見し，改正案
の作成につき専門機関としての公正敢引委員会への一任の約束を取り付け，翌
19日には小笠原通産大臣からも同様の了承を得た。㈱そして同日「独占禁止法
は最近の経済清勢と産業界の要望に応じて必要な改正を行いたい」旨，正式に
表明L，同時に，①改正については西ドイツの競争制限法案（Gesetz　gegen
Wettbewerbsschr釦ku㎎en）を参考にする働，②第4条を変更し，不況，合理
化，貿易カルテルを適用除外として認可する，③第9－16条の行き過ぎ，予防
規定を緩和する，④事業者団体法を緩和するの4点の基本方向を示暖Lた。㈱
　改正原案の敢りまとめを公正取引委員会が行うというこの決定の意味は大き
かった。第1に，この決定によって，いまだいづれの官庁が改正の主導権を握
るかが明らかでなかった独占禁止法改正のイニシアチブを公正敢引委員会が握
ることとなった。このことは，内閣に直属する審議会で改正案の方向が審議さ
れ，その答申に沿って改正案を公正取引委員会・通産省の協議により成文化し
た後の58年独占禁止法改正案の立案鮒とは異なる53年独占禁止法改正案立案の
大きな特徴であった。そして第2に，この発表によって改正の方向に基本的な
レールが敷かれることと危った。コンツェルソの原貝擦止規定の緩和について
は意見が一致し，カルテル制隈の緩和についても，輸出入，合理化，不況の3
カルテルを，特別法，及び独占禁止法の適用除外規定として許容するという方
向が示竣された。そこで，残された問題は，カルテルについては，どの様な条
件のもとで，誰が適用除外カルテルを認可するか，そして，いまだ通産省，経
済審議庁，公正敢引委員会いずれもが態度を留保していた第8，15，16条のト
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ラスト予防規定をいかに処理するかという問題に絞られたのである。
（2）第2局面（53年1～2月）
　以上の公正取引委員会の意見が提示された12月20日以降経済審議庁，通産省
はそれぞれ公正取引委員会に提示すべき自庁・省案の検討に取り組んだ。独占
禁止法改正問題に早期に取り組んでいた経済審議庁は，はやくも12月22日第2
次案を作成，同意見は，本稿で既に述べた「公共の利益」についての明確な定
義の変更働と，実体規定については今まで言及されていなかったトラスト予防
規定の緩和，第8条削除，及び第15，16条の緩和を含んでいた。そして同意見
は，29日に公正取引委員会に申L入れられたとみられる。㈱
　他方，いまだ独占禁止法の改正に対する対応の遅れていた通産省は，年末から
翌53年初頭にかけて精力的に自省意見の策定に取り組み，その作業は，基本的に
経済審議庁意見と同様の内容を持つ1月14日付の「独占禁止法改正に関する意
見（第2次案）」にまとめられた。同意見は22日同省首脳会議の承認を受げ，同
日から24日にかけて公正取引委員会に提示された両者の折衝が始まった。幽
　通産省，経済審議庁の第2次意見を，現行法，及びそれ以前に提示されてい
た財界の意見と対照して整理しておげぱ，表1の通りである。飼
　通産省，経済審議庁案の第2次意見は，基本的な改正の考え方について，先
にみた第1次意見の延長線上に立って，公正取引委員会の提示した独占禁止法
の適用除外カルテルとLての不況，合理化カルテルの承認の要件について具体
化し，同時にこれまで態度を留保していたトラスト予防規定の緩和を明示した
、煮にその特徴があった。以下，後の折衡が公正取引委員会，通産省閻に集中した
点を重視して，通産省の1月14日案を中心に第2次案の内容を整理しておく。
　通産省第2次意見は，第1に，これまで態度を留保していた第8条の不当の
事業能力の較差の排除に関する規定の削除をはじめて明記した。r優越Lた能
力を有する者が自由競争に勝利を占めて成長して行くことは，資本主義経済の
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表1現行独占禁止法と
現　　行　　法
趣旨
競争の定義
私的独占及び不当な取
引割限
（2条3，4項，3条）
不当な事業能力の較差
（2条5項，8条）
不公正な競争方法
（2条6項，19，20条）
共同行為
（4条）
一手買敢，販売の方法
による配給統割団体
（5条）
国際協定又は貿易協定
（6条）
持株会杜
（9条）
公正且自由な競争を維持するi
ため，これを少しでも阻害す
る危険性のある事象を総て排
除している。
顕在的競争のみならず，潜在
的競争をふくむ。
「公共の利益」に反して「競
争を実質的に制隈」するもの
を禁止している。
優越Lた泰業能力が技術的理
由により，正当とされるもの
ではなく，且私的独占を行う
ことができる程度のものを禁
止。
各種の競争方法を「不当」と
いう基準により不公正か否か
を区別し，不公正な競争方法
を用いることを禁止してい
る。
r影響が軽徴」の場合のみ容
認。
全面的に禁止Lている。
「影響軽徴」以外は禁止。
本来の持株会杜の外に，4項
で他の会杜の株式を所有する
ことを主たる事業とするもの
が「被保有会杜の事業活動に
薯しい影響を与えた場合」に
は，持株会杜とみなして禁
止。
経済団体連合会（52．12，23）
国民経済の利益に反し泣い隈
り全ての事業活動を自由にす
る。
潜在的競争を削除し，顕在的
競争のみに隈定する。
r競争を実質的に制限し，且
国民経済上の利益に反する場
合」のみ禁止する。
弊書は他の規定より規制し，
この項は削除する。
どんな競争方法を用いてもそ
の競争行為の結果が「国民緩
済上の利益に反しない限り」
それを自由にする。
届出を義務づげ「国民経済の
利益に反しない隈り」自由に
する。
共同購入，共同販売の会杜の
設立について届出を義務づげ
「国民経済の利益に反Lない
限り」その活動を貞由にする。
「国民経済の利益に反Lない
限り」自由。
弊害は他の規定により規制し
この項を削除。
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各改正法案対照
通産省企業局（53．1．14）
競争を維持するのに必要且
充分な最低隈の規制を加
え，経済の安定と発展のた
めに必要な特定の場合に
は，この規制の適用を排除
する。
潜在的競争を削除し，顕在
的競争のみに隈定する。
現行規定をそのま童存置す
る。
弊害は他の規定より規制
し，この項は削除する。
「不公正た競争方法」を
「不公正な競争」に改めて，
各種の競争方法を用いて
「競争を実質的に制限する
場合」のみ禁止する。
「競争を実質的に制隈する
場合」のみ禁止する。ω
弊害は「他の規定」により
規制し，この条項は削除す
る。
貿易協定の規定は削除し，
国際的協定は「競争を案質
的に制隈しない場合」にの
み禁止する。
4項の規定を削除し，本来
の持株会杜のみを禁止す
る。
経済審議庁（53．1．30）
公正且自由な競争の基本理
念を尊重しながら，経済安
定と発展のために必要な特
定の場合に適用除外を認め
る。
潜在的饒争を削除し，顕在
的鏡争のみに隈定する。
現行規定をそのま童存置す
る目
弊害は他の規定より規制
し，この項は削除する。
「不公正な競争方法」を
「不公正な競争」に改めて，
各種の競争方法を用いて
「鏡争を実質的に制限する
場合」のみ禁止する。
「競争を実質的に制隈する
場合」のみ禁止する竈ω
現行規定をそのまま存置す
る。
「鏡争を実質的に制限する
こととなる場合」にのみ禁
止鉋
現行規定をそのまま存置す
る。
公正取引委員会（53．2．3）
公正且自由な競争を維持す
るため予防的規制を緩和
し，経済の安定と発展のた
めに必要な特定の場合には
この適用を排除する。
現行規定をそのまま存置す
る。
現行規定をそのまま存置す
る。
弊害は他の規定より規制
し，この項は削除する。
「不公正な鏡争方法」を
「不公正な敢引方法」に改
め，新たに「取引上の優越
した地位の濫用歎購的方法
による取引，及び競争会杜
を支配または排除する目的
をもってする不当な方法に
よる株式の取得，役員の選
任，合併，または営業の譲
受」を追加する。
「競争を実質的に制隈する
場合」のみ禁止する。ω
弊害はr他の規定」により
規制し，この条項は削除す
る。
貿易協定の規定は削除し，
国際的協定ぼ「競争を実質
的に制隈しない場合」にの
み禁止する。
4項の規定を削除L，本来
の持株会杜のみを禁止す
る。
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株式杜債の所有
役員の兼任
（13条）
合併，営業の譲受
（15，6条）
適用除外
（21－4条）
事業老団体法の廃止
（1952年改正法）
現　　行　　法 1経済団体違合会（・川・）
一般的には「被保有会杜間の
競争を実質的に滅殺すること
となる場合」r競争を実質的に
制隈する場合」又は「不公正
な競争方法」による場合を禁
止。（10条1項，14条1項）
競争会杜間の株式保有の全面
的禁止（10条1項，11条1
項）
会杜の役員による競争会杜の
株式保有の全面的禁止（14条
3項）
金融会杜の他会杜の株式所有
の許容限度5％（11条2項）
競争会杜の役員又は従業員が
他の会杜の役員を兼任するこ
とを全面的に禁止してい孔
①不当な事業能力較差が生ず
ることとたる場合，②r競争
を実質的に制限することとな
る場合③不公正な競争方法に
よるものである場合には禁
止。
共同行為の原則的禁止。
不況の切り披け，含理化の促
進のためにも独占禁止法の適
用を除外していない。
5条＝禁止行為の列挙帽〕
弊害は他の規定により規制L
この項は削除。
弊害は他の規定により規制し
この項は削除。
弊害は他の規定により規制し
この項は削除。
弊害は他の規定により規制し
この項は削除。
弊害は他の規定により規制し
この項は削除。
弊害は他の規定により規制し
この項は削除o
適用除外すべき行為は全て国
民経済の利益と合致するから，
これに関する規定は不必要と
なる。
現行法を廃止L，定義及び届
舳こ関する規定並びにその活
動が「国厨経済上の利益に反
する場合」は政府がそれを排
除するために必要な措置をな
しうる旨の規定を独占禁止法
に挿入する。
資料　各案のテキストぱ，公正敢弓1委員会r独占禁止政策2牌史』1968年，堀越禎三編『経済団体蓬合会10牢
　史下」1963年。通商産薬雀通商産業政策史編纂委員会縄『通商産業政策史』第5巻（近刊）より。
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通産省企業局（53，1，14）
「競争を実質的に制隈する
場合」又は，r不公正競争
による場合」に禁止。
屈出を義務づけ「競争を実
質的に制限する場合」又は
「不公正競争による場合」
にのみ禁止。
届出を義務づけ「鏡争を実
質的に制限する場合」又は
「不公正競争による場合」
にのみ禁止。
10％に引き上げる。
届出を義務づけ「競争を実
質的に制限する場合」又は
「不公正競争による場合」
にのみ禁止。
弊害は他の規定により規制
しこの項は削除。
不況，合理化カルテルに対
して独占禁止法の適用を除
外する規定を新設する。＝到
現行法を廃止し，定義及び
屈出に関する規定並びにそ
の活動が「競争を実質的に
制限する場合」には政府が
それを排除するために必要
な措置を汰しうる旨の規定
を独占禁止法に挿入する。
経済審議会（53．1．30）
「競争を実質的に制隈する
場合」又は，r不公正競争
による場合」に禁止。
属出を義務づけ「競争を実
質的に制限する場合」又は■
「不公正競争による場合」一
にのみ禁止。
公正取引委員会（53．2．3）
r競争を実質的に制隈する
こととなるおそれのある場
合」にも禁止。
10％に引き上げるに。
「競争を実質的に制隈する
場合」又は，r不公正競争
による場合」に禁止。
届出を義務づげr競争を実
質的に制限する場合」又は
　「不公正競争による場合」！にのみ禁止。
r競争を実質的に制隈する
こととなるおそれのある場
合」にも禁止。
①のr不当な事業能力較差
が生ずることとなる場合」
のみを削除する。
不況，合理化カルテルに対
して独占禁止法の適用を除
外する規定を新設する。
現行法を廃止し，定義及び
届出に関する規定並びにそ
の活動が「競争を実質的に
制限する場合」には政府が
それを排除するために必要
な措置をなしうる旨の規定
を独占禁止法に挿入する。
屈出を義務づけ「競争を実
質的に制隈する場合」又は
r不公正競争による場合」
にのみ禁止。
10％引き上げる。
届出を義務づげ「競争を実
質的に制隈する場合」又は
「不公正鏡争による場合」
にのみ禁止。
①のr不当た事業能力較差
が生ずることとなる場合」
のみを削除する。
不況，合理化カルテルに対
して独占禁止法の適用を除
外する規定を新設する。
禁止行為を以下の4つとす
る。①競争を実質的に制隈
する場合②構成事業老の機
能活動を不当に制隈するこ
と，③現在もしくは将来の
事業着の数を制隈するこ
と，④不公正な取引方法を
用いること。②③の点で企
業局よりも厳格。
注　1．共同行為の禁止について，3案は文副＝一致するが．事業妾団体湊の改正の仕方．条文の溝成によっ
　　て解釈に幅が生じるo
　ム　この要件については表2参照竈ただL，字続形式は敏令指定による全秦種屋出。
　霊．事桑諸団鉢法の禁止行為の詳細ま，公正敢引委員会『年次報告　昭和26年飼p，106－110参照。
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原動力であり，この原動力を否定する本項は削除すべきである」，あるいは「本
項は，制定当初から憲法の財産権の保障の規定との関連において違憲の疑いの
濃かった規定であり，公共の福祉に反しない隈度において，自由と法の下の平
等をできる限り保障すべきである」等がその理由であって，同条が総司令部の
イニツアチブにより制定をみた現行猿占禁止法のもっとも箪新的た規定である
ために主として対外的考慮から明言を回避Lていたとみられる通産省は，つい
にこの時点で態度を明確にしたのである。
　しかもそれぱかりではない。第2に通産省案は第15，16条の削除もを要求し
た。この点は，経済審議庁意見が，第15，16条について第8条の削除と照応し
た文言の変更を提示しただげにとどまるのに比して，際だった特徴をなしてい
た。通産省意見によれぱ第15，16条削除の理由は，r私的独占，不当な取引制
限，不公正な競争方法その他を禁止する規定により，公正且つ自由な競争を確
保するための保障がなされており，合併又は営業の譲受について特別に制隈を
設げる必要がないから削除すべきである」，r脆弱化した日本経済を強化するた
めに，合併，営業の譲受は，むしろ助長されねぼならない」等に求められた。
同意見の予防規定の削除は徹底Lていたのである。こうして，トラストについ
て通産省案は明確に弊害規制主義に転ずることとなった。
　第3に，カルテルの独占禁止法の適用除外について通産省第2次案は，不況，
合理化，輸出入カルテルの適用除外の必要について明記Lたが，特に重点のお
かれていたのは不況カルテルであった。手続的な文言は，後掲表2に引用され
ているが，同案は，①適用除外カルテルを全面届出制（この場合，一定期間後，
カルテルは効力を発生する）とし，Lかも②その要件とLては，景気変動の結
果市場価格が生産費以下に低下し，企業の損失，長期的な経営不振の「おそれ」
がある場合という蓋然的条件で十分とした。そしてこの適用除外カルテルの所
管は「主務犬臣」におかれ，公正取引委員会はたんに「主務大臣の運用」に。
r同意」を与えるにとどまった。つまり，要件を実際の損失でたく，その「お
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それ」まで拡大し，しかも同省が適用除外カルテルの運用主体にたることによ
って，景気後退過程で産業安定のために“自由に”介入しうる権隈を確保しよ
うというのが通産省の第2次意見のねらいであり，経済審議庁案意見は，この
時点では認可要件については明記されていなかったが，認可主体については通
産省と同意見であった。
　カルテル，トラスト規定について明確な意見を示Lたこの第2次案によって
通産省，経済審議庁案の改正意見は，第1次案にみられた改正の塞本的な考え
方と，実体規定の改正意見の聞の一貫性の欠如はほぽ整えられて，予防規定を
全面的に削除L，競争を実質的に制隈する場合，および不当な事業拘東の線ま
で現行独占禁止法を緩和するという方針に立った改正意見とLてそれ自体体系
的なものとなったといってよかろう。そして，この結果両意見，そのうち特に
通産省の改正意見は，表1から明らかなように，その実体規定を見る隈り著し
く緩和の色彩の強いものとたったのである。こうして1月末の時点には，先に
要約した弊害規制主義への明確な転換を要求する経済団体連合会の意見，そし
て現行独占禁止法の予防的性格を削除し，その適用範囲を競争を実質的に制限
する場合，及び不当な事業活動の拘束に限定するという通産省，経済審議庁意
見等大幅な緩和意見がすべて出揃うこととなったのである。
　以上の大幅な改正意見が提示される中で，公正取引委員会は，2月3日，第
15国会提田案の原案となるべきr私的独占禁止法改正要綱」（以下，r要綱」と
略記する）を提示した。㈱同r要綱」はr米国反トラスト法の継承法たる独占
禁止法が日本経済の特質に合致せざる点の多々あること」，Lたがってr一層
の適合を図る」必要のあることを認める一方，大幅緩和に対しては，現行法の
構成を維持することが，長期的な経済発展の消費者利益の擁護という国内的要
求，あるいは自由主義杜会への復帰という対外関係からも不可欠であると強調
して，改正点を主として次の3点に求めた。
　第1は，不況，貿易，合理化という3つの特定の場合におけるカノレテルの容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　443
　110　　　　　　　　　　早稲田商学第331・332合併号
認である。同要綱は，rわが国産業の不況，もしくは恐慌に対する適応力は必
ずLも充分とはいえず，自由競争のもたらす本来の自動調整機能が必ずしもそ
の本来の効果を充分に発揮しておらず，業種によっては破滅的競争を招来」し
ている等の理由をあげて，不況，貿易，合理化という3つの特定の場合におげ
るカルテルの容認を明示したのである。帥
　第2は，トラストに対する予防規制の緩和である。資本構成が不健全であり，
しかもこれを改善すべき証券市場の消化能力には隈界がある，また業種によっ
ては戦後乱立した企業の整理統合による合理的再建が不可欠であるという，こ
れまで日本経済の脆弱点として繰り返し強調されてきた改正要望理由を認め，
同要綱は，「同種企業問におげる株式の保有，役員の兼任，営業譲渡，合併等
による企業結合についても，一定市場におげる競争の実質的制隈とたる危険の
ない限り，これらに関する予防規定をある程度緩和する必要がある」とLて，
表1最右欄の通り，第8条の不当な事業能力の排除規定の削除，及び第9－14
条緩の和を提示した。鯛
　第3は，不公正な敢引方法，もしくは取引のもたらす弊害の規制である。こ
の点は，改正案の要求が集中していた上記2点とは異り公正取引委員会がこれ
までの運用の経験から提示したものであって，その狙いの一つは，中小企業相
互間の経済合理性を無視した競争等にみられるr不公正且不健全な競争や敢引
のもたらす弊害を是正」する点にあり，そしていま一つは，要綱には必ずしも
明記されていないが，8条の不当の事業能力較差排除規定を削除したことと照
応させる意味をも含んでいた。つまり，事業能力の較差に基づく弊害をこれま
でのr私的独占」にかかわる状態ではなく，不当な取引制限にかかわる行為と
Lて取り締まろうというのである。闘
　以上の公正取引委員会の改正要綱は，現行法の構成から，アメリカの独占禁
止法制に比べて厳格といわれていた部分を総て緩和したものであった。カルテ
ルについてのr当然違法の原則」はr競争を実質的に制隈する場合」という
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r条理の原則」に転化し現行独占禁止法の革新的部分とされた不当な事業能
力較差の排除規定は削除され㍍そして，資本結合に関する原則的禁止規定も
競争を実質的に制限する場合の線まで緩和されたのである。しかL，同要綱は，
それまで提示された経済界，通産省，及び経済審議庁案の改正意見からみれぱ
その緩和の程度は薯しく隈定されていたものといわねぱならない。
　この点を前掲表1を利用して整理すれぱ，次の3点が重要である。
　第1に，公正取引委員会のr要綱」は，弊害規制主義への変更を望む財界，
および予防規定の完全な削除を提示Lた通産省，経済審議庁が削除をもとめた
第2条の定義規定について潜在的競争を堅持しまた不公正な取引方法の定義
については，通産省が競争を実質的に制限する場合に限定することを要求した
のに対して，現行規定を存置するぱかりか，あらたに上述の通り第7項とLて
第8条の削除に照応させてr不当な事業能力較差に基づく場合」を挿入した。
　そして第2に，カルテル倒隈規定については，第4条の禁止行為を各条文に
振り分げ，現行第4条に列挙された行為が違法であることを明示して許容範囲
の拡大を防止するとともに，適用除外カルテルについても，①その認可要件は，
r生産費を下回り，且企業の相当部分に実際に損失が生じている場合」のみと
通産省意見に比べ薯Lく隈定し，同時に認可権隈を公正取引委員会自身が留保
することによって運用がルーズに流れることを回避しようとした。
　Lかも，最後にトラスト規定についても，経済団体連合会，通産省が削除を
要求した第15，16条の規定は削除せず，競争を実質的に制限することとなるか
否かの観点から合併，営業譲渡を規制しうることとLたのである。
　この意味で，公正取引委員会の要綱は，現行法からみれぱ，犬幅た改正案に
違いなかったが，これまで追跡してきた当時の国内の改正間題の雰囲気，ある
いは財界，各官庁の要求からみれぱ，むしろ緩和の範囲は限定的とみられたと
ってもよかろう。そして，それだけに，同要綱に対して経済界からの批判は厳
しく，またそれゆえに同要綱が，第15国会提出案に成文化されるためには，経
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済審議庁，通産省との折衝が不可欠であった。
4．53年改正法の成立
　（1）大幅緩和案の後退
　公正敢引委員会のr私的独占禁止法改正要綱」が，2月3日に発表されると
ともに，独占禁止法の大幅緩和を追求していた財界は，その要求が充分に満た
されていなかっただげに激しく再挨討を迫った。翌4日，経済団体達合会は，
公正取引委員会委員長を招いて改正案の説明を聴取し，それとともに次のよう
な要望を述べた。①共同行為を例外的に認めようとする案には根本的に疑義が
ある。②どうしても認可制にするとしても「要綱」の規定では切追した経済情
勢に適応Lた行為は不可能であって，認可条件は弾力化すべきである。③合併
の制限は，競争を制隈して「公共の福祉に反しない場合（この公共の福祉は国
民経済の発展となる一引用者）は認めるべき」である。④国際カルテルヘの参
加は認可制にすべきである。ω
　独占組織の繕成の自由を認め，事後的に取り締まるという弊害規制主義への
転換を主張しその観点から全体として要綱案の緩和が不充分であると批判す
る一方，実体規定については不況カルテルの認可条件の緩和，トラスト規制の
緩和を要求する点では，鉄鋼連盟，1ヨ本紡績協会，関西経済連合会の建議等は
いづれも同意見であった。㈹
　また，当初ば，戦前の重要産業統制法と相似した構成を持つ一般的な適用除
外立法を構想し，次にカルテル・トラスト規制規定の全面的な緩和を要求する
に至った通産省の，「要綱」に対する反発にも激しいものがあった。同省は，
発表後ただちにその各条項を詳細に検討・対立点を確認した上で，2月6日あ
らためて通産省案の正当性を明示した意見書を作成，7日の省内首脳会議で確
認Lた後，9日公正取引委員会に提示した。⑫同意見書は，適用除外カルテル
につき，これまでの全面届出から，原則届出，重要産業のみ認可という方針に
446
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変更したものの，表2に整理した通り，第1に法の定義規定について，独占禁
止法の予防規定の緩和のための「潜在的競争規定」を削除すること，第2に適
用除外カルテルにつき，①認可主体を主務大臣とし，②認可要件を緩和するこ
と，第3にトラストの予防規制の全面的削除等の講点に固執Lた。
　以上のようにr要綱」提出後の通産省意見は，独占禁止法の適用除外として
例外的にカノレテルを認めるという「要綱」の提出によって，外枠を課された結
果，届出制への全面的転換を放棄したとはいえ，いぜんとして実質的にはカル
テル・トラストの大幅な容認と同省の介入権の確保を追求したものであっれ
その内容は明確に弊害規制主義を提示していなかったとはいえ，いまだ「要
綱」よりもむしろ経済団体連合会の要求に近いものであった。
　また経済審議庁は2月11日までに庁内の意見をまとめ，を翌12日に公正取引
委員会に申し入れた。約同意見は，第15，16条現行というトラスト規制以外の
諸点，つまり①r不当の内容の明確化」，②事前届出制の導入，③適用除外カ
ルテノレの認可主体は主務大臣等の点は上記の通産省意見とほぼ同様であって，
①公共の利益の概念を「当該事業者，関連事業者及び一般消費者のそれぞれの
禾嵯を結合した国民経済の利益」として明確化すること，②合理化カルテルを
（・）販売，金融部門に拡大し，さらに（b）共同行為について，生産・販売・価格・
一手販売・買敢機関を含むことを付け加えた点に特徴があった。幽
　以上の通産省，及び経済審議庁の意見書が，緩和徹底の方向の意見表明であ
ったのに対して，他官庁はおおむね公正取引委員会案を支持した。陶特にr要
綱」の国会提出案への成文化の過程で重妻とみられるのは，大蔵省，及び外務
省の意見であった。
　2月16日省議で独占禁止法改正について検討した大蔵省ぱ，「内外の情勢か
ら改正はやむを得ないとしても緩和の隈度は公取委原案程度が適当との結論」
を得て，公正取引委員会に通知した。⑳その際の同省の基本的考え方は，次の
通りであった。
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①カルテル繕成
　（1）公取委原案にある不況カルテル，合理化カルテル，貿易カルテルの結成はこれを
認めるが1カルテル繕成はすべて公敢委の認可事項とするのが適当で，通産省案のよう
に重要産業についてだけ認可割とL，しかも通産省当局の権限に任せることぱこの際行
き過ぎで国際的にも疑惑を招くおそれがある。
　（2）認可の条件も公取委原案によるのが望ましいが，不況カルテルについては物価引
き下げが要請されている現状からいって認可の条件をやや厳しくし，またその運用にも
十分注意する必要がある。
②特殊制隈
　行法では金融業以外の事業会杜が他会杜の株式を所有することを全面的に禁止してい
るが・これも公取委原案の線に沿って不公正取引の恐れがない隈り競争会杜の株式でも
所有することができるようにする。Lかしこれも公敢委の認可事項とし，認可条件も相
当厳しいものにする必要がある。
③金融関係
　金融関係では金利協定，融資協定の可否が間題となるが，前老については現在も臨時
金利調整法が有効なので・特にこの法律と相反するような独禁法改正の必要はない，現
行法の運用で十分である。物
　見られるように，大蔵省は，適用除外規定の金融部門への拡大については，
それが自省の金利に対する統制権の喪失につながるというセクショナルイソタ
レストから鈍判をカロえる一方，カルテル規制の緩和については，対外的考慮と
低物価の観点から公正取引委員会原案を支持したのである。
　以上の対外的考慮の観点に立つ通産省，経済審議庁の改正案に対する批判は，
外務省の意見においてさらに激しいものがあった。新聞報遣によれぼ，同省の
見解は，次の通りであった。⑱
　（1）独禁法改正に関する日本国内の動きは通産省，および経済審議庁案など一部に国
際的疑惑を摺くような内容を含んだ改正意見があり，このような改正案が成立すれぱ日
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本は再びダ：■ピソグによる輸出促進策を採るのではないかとの疑惑を世界各国に与える
ことになる。
　（2）現に14日終了したガットの会期間委員会でも目本のダソピソグを恐れる空気が強
く，ガット憲章の改正間題まで討議された実情にある。
　（3）このような諸外国の動きを度外視して目本が独禁法の大幅改正をすれぱ今後喬国
との通商協定の締結や国際提携に支障を生ずる恐れがある。
　（4）これらの点から外務省としては公正敢引委員会の独禁法改正案が現在の国際慣習
からみて緩和の最大隈度とみなされる。
　こうLた大蔵省，とりわけ外務省の強い意見表明の背後には，この時点で進
展していたわが国の国際杜会への復帰をめぐる2つの外交政策上の間題があっ
た。
　第1は，わが国のガヅト加盟申請を処理するために，その加入条件と時期を
検討する会期問委員会がちょうど2月2日からシュネーブで開催され，そこで
戦前の日本の貿易慣行をおそれたイギリス，オーストラリア等によって慎重論
が展開されたことである。すなわち会期間委員会では，イギリス等が日本の不
正競争の再現に対する完全且つ有効な制裁措置を要求し，そのために不正行為
を発見Lた場合には制裁を加えることを提案した。鰯こうした内部の慎重論を
受けて会期閻委員会は日本の不正競争防止のための諸条件を検討し，主として
ガット第19条＝特殊の商品に対する緊急措置，及び同第23条＝協定の諸目的の
達成を阻害する情勢が生じた揚合における締約国の協定義務，離脱規定の各案
の検討を通じて日本加盟の条件が議論された。
　もっとも最終的に委員会はガットの無差別の原則からみてr日本に与えられ
る待遇と他の締約国に与えられる待遇との間に区別を設けるよう在規定によっ
て日本に加入を制限することは望まLくないこと」を確認，上記第23条の解釈
は日本の加入の条件のみに適用されるものでは匁く，ガットの一般の決定と同
じ性格のものであるとされた。鉤そしてこの会期問委員会の勧告の結果，日本
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のガット加入は，各国との交渉終了後，53年9月の第8回総会に仮加入申し入
れというスケジュールが予定されることになったが，劔このように依然英連邦
諸国を申心に戦前の日本の貿易憤行に危倶を表明する動きが存在する中で，ダ
ンピンダ輸出の一つの原因とみられる国内の独占形成を容認する独占禁止法の
大幅改正は，上記の危倶を増幅する可能性をもつものと判断された。外務省の
強硬な反対の背後にあった事情の一つは，内政問題と並行して進行していたわ
が国の国際杜会復帰にともなうこうした外交過程であった。
　そして第2に，この53年2月という時点は，わが国の対外務省関係の回復に
とって不可欠なアメリカとの間の目米通商航海条約の締繕が，大諸めにさしか
かっているタイミングであったことが重要である。この条約は，旧目米通商条
約とは異なって無条件に最恵国の待遇を与え合うという相互主義の原則を強く
打ちだし，しかもソ違の乎和攻勢に対処し，西側世界に‘‘自由主義的な反独占
体制’’を拡犬するというアメリカの世界政策の一環としてr競争制隈的商慣習」
の排除を明記していた。こうした規定と同趣旨の規定はすでにアメリカが戦後
締結したコロソビア，ギリシャ等との2国閻笛定にみられたが，駒日米新条約
の草案は，r両締約国は競争を制約し，市場への参加を制限し，また独占的支
配を勤長する行為は，両締約国の領域間の通商に有害な影響を与えるにつき一
致Lた意見を有し，一方が他方にその排除を要求すれぱ・その要求に従って必
要な措置をとる」べき旨を規定していたのである。錫
　ところで前年2月から11月までの予傭会議を経て12月より始まった条約締結
会議は，①為替管理，②事業活動（外国銀行の貸付業務の内国民待遇）をめぐ
って対立が生じ，犬きな困難に直面していた・鋤当初・1月締結とみられてい
たにもかかわらず，主として上記の理由のため条約締結が難航する中で草案第
18条に背反するような独占禁止法の大幅改正はさらに交渉を難航させる要因で
あって，ここに外務省が通産省，経済審議庁意見に対して「通商提携に支障を
与えるもの」として強い姿勢で批判をカロえたいま一つの理由があった。
　452
　　　　　　　　　　　　ユ953年の独占禁止法改正　　　　　　　　　　　119
　以上のように国内の産業安定の観点から，経済界，通産省，及び経済審議庁
が，公正敢引委員会の「要綱」に対Lて緩和徹底の方向で修正を希望し，他方
大蔵，外務両省が主として対外関係の考慮から同要綱を緩和の最大隈度とLて
支持するという構図の危かで2月18目以降一この時点で国会でぱ法案提出を
前提として政府の改正案の説明が行われており，すでに切迫した状況であった
ため一急ビッチで調整が図られることとなった。その際，通産省，経済審議
庁意見と公正取引委員会の要綱との隔たりはいまだ大きく，調整ぱ難航せざる
を得なかったが，最終的に通産省，経済審議庁案は次第に後退を余儀なくされ
るこことなったo
　先ず18日，経済審議庁案は，合理化カルテルの金利協定への拡犬を断念し
た。鉤また翌日通産省も表2の通り潜在的競争規定の削除等の3項目について
公正取引委員会案に同意した。鉤この結果，19周の時点で争点は，（1）第15，16条
のトラスト予防規定と，、（2）適用除外カルテルに関する規定，つま州）認可制か，
部分届出制か，（口）認可主体は公正敢引委員会か主務大臣＝通産省か，㈹不況カ
ルテルの認可要件はr実際の損失」か，そのrおそれ」かの諸点に絞られるこ
ととなったが，それにしても，残された係争点は，その何れを取っても独占禁
止法の性格にかかわる重要な点であった。勧
　そしてこの係争点は，19日の次官会議，20目の閣議を経て24目の閣議におい
て調整をされることとなったが，最終的に閣議決定を見た24日付のこの要綱は，
表2の通り，認可主体の問題を除いては，いずれも2月3日の公正取引委員会
原案と同一のものであった。すなわち，通産省，及び経済審議庁案の主張した
部分的届出制，認可要件の緩和，およびトラスト予防規定の緩和は何れも拒否
され，公正取引委員会原案の重まとされたのである。19－r2蝸の調整過程を資
料的た制約のため詳らかにすることはできないが，ガヅト加入，日米通商航海
条約の締結を間近に控えたこの時点で，わが国の国際杜会への復帰を円滑に進
めるためには，独占禁止法の犬幅緩和は好ましくなく，公正取引委員会原案が
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緩和の最大限度であるという外務省に代表される意見が関係閣擦の聞に拡大し
たとみられ，カルテル，トラスト規制の犬幅緩和を要求する通産省，経済審議
庁の改正案は，閣議におけるそうした対外的考慮のためにほとんど実現をみな
かったと判断してよかろう。鯛
　もっとも，次官会議では容易に一致を見ず，r政府の認可」として20日の閣
議に提出された窮認可主体の間題だげは，原案の公正取引委員会認可，主務官
庁との協議から，主務官庁認可，公正取引委員会同意を主張した通産省，経済
審議庁案を都分的に容れて主務官庁の認可，公正取引委員会の「認定」に変更
された。この表現は，認可主体は主務官庁にあるが，公正取引委員会の「認定」
がない隈り認可は効力を発生しない一したがってこれまでの協議とは違って
拘束力をもつ一という意味であって，従来の法令にみられない造語といわれ
るこのr認定」という用語は，容易に決着を見ない通産省，公正取引委員会問
の認可権隈の調整を図る苦肉の策でもあっれしかし，もしこのまま立法化さ
れれぱ，独占禁止法を産業安定，あるいは産業の組織化を目的とする産業政策
の一環として運用しうる可能性を持つこの認可主体の問題も最終的には，公正
取引委員会原案の線まで引き戻されるのである。
（2）認可主体の一元化
　2月2蝸の公正取引委員会の独占禁止法改正要綱に基づく改正案は，27日第
15国会に提出された。しかL同国会は3月15日に突如解散されたため，猿占禁
止法改正の審議は継続審議とされ，改正案はその後若干の法文の修正をみた後
7月の第16国会に再び提出された。
　左右両派社会党が法案に対L原則的に反対の立場から批判を加え，改進党が
内在的な点から批判を加えるというのが，独占禁止法改正をめぐる国会におげ
る基本的な構図であって，また経済界は，国会外で，あるいは公聴会等で弊害
規制主義への転換というこれまでの主張を繰り返した。㈱もっとも，この時点
　454
　　　　　　　　　　　　ユ953年の独占禁止法改正　　　　　　　　　　　12且
における国会内の勢力配置からすれぱ，やや原則的な杜会党両派め主張は，同
党の基本的なスタンスを示すにとどまり，他方カルテルの原則自由，トラスト
の促進という経済団体連合会等の年来の圭張も，これまでみてきた対外関係か
らみて現実性を欠いていた。
　それゆえ，7月初頭から始まった経済安定委員会の実質的た法案審議の焦点
は，通産省認可・公正取引委員会認定という不況カルテル・合理化カルテルの
認可主体の間題であった。第15国会でもすでに問題とならていたこの点につい
て批判は，この第16国会では主として法形式論的な色彩をおびることになっ
た。通産省が認可主体にたることは，法運用がルーズに流れると↓・うこれまで
の論点の他に，法形式的な批判が新たにつけ加わったのである。この通産省認
可・公正取引委員会認定という二元的な認可方式を取る場合の非整合性を強調
した批判は，修正案の重要な根拠になるという意味で注目に値するので，以下
若干紹介しておく。鉤
　第1の批判は，実際にはほとんど現実性を欠き，その限りで著しく形式的な
批判であったが，公正敢引委員会認定，通産省不認可の場合，申議考の再審請
求が地方裁判所から出発することとなり，その他の手続と非対称的となって，
手続的にも時間を要するという点であった。通常，独一占禁止法の運用にあたっ
て審決に不服の被審者の上告は，公正取引委員会の審決が準司法的措置である
ため，高等裁判所から出発するが，通産省の不認可は行政措置であ■り，その申
告者の不服申L立ては行政訴訟として地方裁判所に出訴せざるをえない。法割
局政府委員も認めたように認可主体の二元性は上記の不均等，ないし非対称性
を持つものであった。
　第2は，第1の点より，ずっと現実性のある論点であったが，仮に通産省が
認可し，公正取引委員会が不認定の場合，申誇者の不服申し立ては，いったい
誰に向かうのか，という問題であった。これに対する回答は通産大臣が認可主
体である以上通産大臣に向かうとされたが，とすれぱ当然すぐさま通産大臣の
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認可に関する判決は公正取引委員会を拘東しうるかという次の間題が生じた。
これに対する法制局の回答は，r拘束することとたろう」という歯切れの悪い
ものでありて，認可主体の二元性はここでも大きな法技術上の難点をもった。
　そして第3の問題は，第2点と同様に，通産省認可，公正取引委員会不認定
の場合，締結されたカルテルは実効力をもつかという点であった。この解釈は
薯しく難解であるが，要するに公正取引委員会の認定を欠いて主務大臣が認可
することはr環疵ある行政行為」であって，それ自体rおそらく」無効となろ
う。しかし，無効と確認されるまでの間の共同行為は違湊とはならないという
ものであった。鉤
　上記のように法案の技術的難点をついた日本杜会党，及び改進党の狙いは，
その批判の著Lく形式的派色彩からもうかがわれるように，公正取引委員会に
認可主体を一元化することによって独占禁止法の運用を厳格にすることよりも，
むしろ政府原案への批判自体にあった。繍つまり，通産大臣に認可権を付与し
つつも，公正敢引委員会の認定がない隈り，認可が成立しないという不況・合
理化カルテル認可のこの二元的な溝成は，いわぱ自己目的的な野党の法技術的
な批判を招く余地を残していた点がここでは重要であって，3大法案の一つと
して成立を急がれていた独占禁止法改正案の審議は，まさに，この二元的構成
を焦点として紛糾したのである。
　この結果，与党・自由党（吉田派）は，改正案の成立に向げて，改進党，自
由党鳩山派との妥協の方向を模索することとなった。当初改進党は，①公正取
引委員会認可への一元化とともに，②販売・価格カルテルの削除，③消費組合
の再販維持契約の除外規定の削除の3点を要求した鋤が，その後の交渉の結果，
②，③は撒回し，①の認可主体の一元化を中心とした修正案が7月24日3派共
同により提案されたのである。飼そしてこの修正案は7月2蝸に衆議院安定委
員会で，改正法成立後，行政指導＝勧告操短はいっさい行わないという通産大
臣の明言とともに修正可決され，同25日の衆議院本会議の協賛，翌8月5日の
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参議院本会議の可決を経て成立，9月1目公布，同目施行きれた。
　こうして，公正取引委員会と通産省の交渉過程で唯一後着の要求が実現され
ていた認可主体の間題も公正取引委員会の原案に復帰した。不況・合理化カル
テルの認可権を確保し，産業安定，産業組織化を捷し進めようとする通産省の
狙いはここに挫折したのである。
5．繕びに代えて一53年改正の意義
　以上53年改正の過程を，経済界，通産省，公正取引委員会等国内政策主体の
協調と対立に焦点をおいて追跡してきた。最後に〔1〕53年改正の決定遇程の
特徴を要約し，さらに〔2〕改正法の運用を，大幅改正を要求した財界・通産
省の利害意識の観点から若干展望して，本稿の結びに代えることとLよう。
　〔1〕法改正をめく＃る政策決定過程におげる諸政策主体の作用関係と利害意
識の在り方は図1に要約されている。現行法の大幅緩和の動きを⇒改正を小
幅，ないし現行のままに維持しようとする動きを⇒で示し，図の下欄に主要
な禾膳意識を記して，それと関係する政策主体を結びつげてある。アメリカ
政府の動向は，講和条約発効後のこの時点では，直接に政策決定遇程を制約し
ていないが，各政策主体は，それをそれぞれの立場から受げ止めて，改正問題
にアブローチしたので，図の右側に明示Lた。
　さて，これまでの行論からも明らかたように，53年の法改正の緩和の程度を
最終的に決定したのは，対米関係の維持，国際杜会への円滑な復帰というr対
外的考慮」であった。戦後アメリカの世界政策は，世界貿易を無差別，多角的
な自由貿易体制として構築しまたその補完とLて反猿占＝自由競争的な国内
秩序を拡大する点にあったが，こうLた世界政策の一環としての，日米通商航
海条約とおが国のガヅト加盟が独占禁止法改正案の決定という決定的局面にま
さに並行Lて間題と放っていたことが重要であった。そのために，大幅緩和案
に対Lて。外務省を中心とLた強硬な反対論が現れ，それが，最終的な法改正
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図1　53年改正におげる各政策主体聞の対抗
案の決定に反映したのである。講和実現とともに経済界の利害意識は噴出し，
経済官庁は，産業安定を目的とLて，犬幅改正を求めたが，これらの国内の政
策主体の動きは対外関係の維持，国際杜会への円滑な復帰という政策判断の前
に最終的に制約されたのであった。
　r対目占領政策の転換というアメリカ側の意志決定に従って，アメリカでの
イニシアチブで提出され，事後的に日本貿易の利害意識に適合的な結果をもた
らした」47－8年の過度経済力集中排除法の適用緩和，さらにrSACPの承認
するがぎりという隈界の内で……日本資本の側がイニシアチブ」をとり，アメ
リカ資本の側面からの改正要望の圧力を受げて実現をみた49年の独占禁止法改
正，こうLたこれまでの研究史の明らかにした独占禁止法緩和の経緯鯛と対比
していえばSACPの直接的割約から解放された講和後，53年改正は，国内の
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諸資本の利害意識が主動因となり，現行法の運用機関と明確な対立を生じたが，
その中でアメリカの政府の動向が改正の外枠として機能した点に，政策決定過
程上の大きな特徴があった。改正が，純然たる国内間題として処理しうる条件
が形成されたのは，後の58年法改正問題まで待つ必要があったのである。㈱
　〔2〕以上のように法レベルでの緩和が国内政策主体の要求からみれぱ小幅
にとどまったことと，実際の独占禁止法の運用がその条文どおりに厳格に運用
されたこととは自ずから次元の異なる間題である。最後に53年改正の効果を，
トラスト，資本結合，カルテル規制のそれぞれについて，当面50年代の独占禁
止法の運用に絞って検討L，国内政策主体の利害意識がどこまで改正後に実現
されたかを確認しておこう。
　（1）トラスト規制に関する通産省，経済界の要求は，第8条の不当な事業能
力較差排除規定，及び合併，営業譲渡の予防規定の削除であったが，改正はこ
のうち前者の削除のみにとどまった。占領下に制定を見た独占禁止法の革新的
規定を構成する旧法第8条の削除が，経済界の利害意識を満たしたことはいう
までもない。しかしそもそもこの削除の要求は，さし迫った必要があるとい
うより，むしろ独占禁止法の原理の転換としての象徴的意味が強かったから，
当面50年代に限っていえば，第8条削除が直ちに何等かの直接的効果をもたら
したわけではなかっれ占領期の過度経済カ集中排除法による分割を通じて競
争的な市場構造の形成された各産業部門で再びガリバー的寡占が成立するまで
は，漸進的な過程が必要であったのである。
　他方第15，16条の存置は経済界，及び通産省にとっては大きな不満が残っ
た。ただ50年代に隈っていえぱこの規制がに企業の合併，営業譲渡等の企業行
動を実質的に制約したとみることはできない。51年から始まった旧財閥系商杜
（三井・三菱商事）の再緒集をひとまず別とすれぱ，50年代の合併運動は著L
く低調であったからである。51－8年の合併件数は年閻300件程度にとどまり，
その合併も競争企業問の合併は小数にとどまり，鶴大部分は系列企業内の合併
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であった。また合併規模も大企業問の合併は少なく，大企業による中小規模企
業の格差のある合併，及び中規模企業以下の対等合併が中心であった。㈱独占
禁止法第15，6条の存在が割約として強く意識されるのは貿易自由化を控えて
企業規模の拡大が求められた1960年以降に属する。
　（2）経済界が全面的な削除を要求した第9－14条＝資本結合関係については，
「競争を実質的に制隈する場合」に禁止規定が統一された。この改正は，文言
上やや不満の残るものとはいえ，実質的にはほぼ全面的に経済界の要求を満足
させたものといってよい。
　この改正により，株式保有や，役員兼任などの人的結合関係についてほとん
ど制隈がなくなり，戦後の企業集団形成の制度的条件が整えられることとなっ
れすでに49年改正によってグループ内企業が相互に多角的に株式を所有L合
うといういわゆる円環状持株関係が形成されていたが，これまで2杜問の競争
を減殺せしめる株式保有を原則的に禁止していた第10条，同じく競争会杜間の
役員兼任を制隈していた第13条を緩和した53年改正はこうした動向を促進した
のである。㈹また金融機関の株式保有隈度の引き上げは，すでに進行していた
都市銀行による融資系列を株式保有によって定着させた。こうしてメインバン
クを中心とする戦後の企業集団が，53年改正後に定着Lてゆくのである。
　（3）経済界が弊害規制主義への転換を求めたカルテル規制については，第4
条の禁止行為が削除され，あらたに第24条の3，4項として一定の要件のもと
で適用除外カルテルが容認されね上記のうち第4条の削除は，法制史のレベ
ルでは，当然違法の原貝聰から条理の原則への転換と評価される画期的な変化で
あったが，弊害規制主義への転換を望む経済界からみれぱ，著しく不満の大き
いものであった。その場合，注意を要するのは，第4条の削除によって当然違
法の原則から転換したといっても，いぜん第2条の不当な取引制隈の定義規定
を残し，旧事業者団体法の事業者団体の禁止行為が第8条に組み込まれた改正
法のカルテル規制は，大きな解釈の幅をもっていたことである。つまり，違法
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性の摘発の要件とLての「競争を実質的に制隈する場合」の認定にあたって，
大きくいえば，次の2つの解釈，すなわち①当該協定がメーカーによって実行
され，その効果がある程度上カミることを必要とするという解釈と，②決定が実
行されその効果が上がるという結果の発生は必ずしも必要ではなく，ただ当該
協定がその時点の市場の実勢価格に即した価格で充分実行可能性を有すること
が立証されれぱよい，という2つの解釈の余地を残していたのであ㍍
　そLて，53年以降の公正取引委員会の運用は，実際には上記の解釈のうちの
①に従うものであった。54年，あるいは57年後半から58年にかけての不況期に
は，②の解釈に立てぱ排除措置をとる必要のある協調行為を確認しながらも公
正敢引委員会はそれを事実上放任した。また55－6年の好況期には，協調行為
を確認した場合，それが実際に価格形成に対して実質的な影響を与えていない
限り，審判開始を回避，あるいは，開始しても不問に付し，たんに警告するに
とどめたのである。独占禁止法の運用は，公正取引委員会自身も認めたように
「弾力的」に運用されたのであった。このように，改正が小幅にとどまったこ
との制約の度合は，条文から予想される程厳Lいものではなかった，ただそれ
にしても，事実上放任されたとはいえ，カルテルの法的不安定は免れず，それ
ゆえに，いっそうの緩和が経済界から一貫して主張されることとなるのであ
る。
　いま一つの緩和は，不況・合理化カルテルの容認であったが，これは，カル
テル規制規定の運用が実際にば弾力的であったのとは対照的に厳格であった。
適用除外カルテルの認可は，著しく隈られたのであり，経済界のこの点に対す
る批判は高まった。もっとも，この点については，よく知られているように，
通産省の勧告操短と適用除外立法の制定によって制約は大きく緩和された。54
－6年にかけて，中小企業都門，輸出部門，及び石炭・肥料・繊緯等に独占禁
止法の適用除外規定を持つ立法が制定され，また通産省の勧告操短は，外貨割
当による制裁によってカルテルの規制力を強化しさえしたのである。LかL，
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適用除外立法の制定された部門は，いわゆる構造不況業種のみにとどまり，勧
告操短が正当性を持つのは不況期のみにとどまったことは，注意を要する。長
期的な需給安定のためのカルテル，あるいは投資調整のためのカルテルは，い
づれも独占禁止法の存在のために不可能であったのである。こうして，55年か
らとりわげカルテル規制の緩和を中心にして独占禁止法の再改正の動きが，経
済界，及び通産省によって推進されて行くこととなるのである。ω
注（1）53年改正に先行する49年改正の経緯と意味については，三和良一「1949年の独占
　　禁止法改正」（中村隆英編『占領期日本の経済と政治』東京大学出版会，1979年）を
　　参照されたい。
　（2）30牢代の独占政策の機能については，三和良一「経済政策体系」杜会経済史学会
　　編『ユ930年代の目本経済』棄京大学出版会，1982年，p・302－6。拙稿「1930年代
　　の独占組織と政府」『土地制度史学』110号，1984年。
　（3）中村隆英「目本における産業政策の特色と評価」『東洋経済』3810号。
　（4）今村成和『私的独占禁止法の研究（一）』1956年，p・162－41。
　（5）御園生等『日本の独占禁止政策と産業組織』河出書房新杜，1986年，μ127。そ
　　の他代表的研究としては，吉永栄助他編『独占禁止法講座I，総論』第1章4節
　　（奥島孝康稿），商事法研究会，1974年，p・83－90。本間重紀「独占禁止法におげ
　　る独占規制原理とその機能」，藤田勇他編『資本主義法の形成と展開3』棄京犬学
　　出版会，1973年，p．304－5がある。
　（6）1雛7年独占禁止法で採用された基本理念については，大蔵省財政史室編「昭和財
　　政史一終戦から講和まで』第2巻独占禁止（三和良一執筆），東洋経済新報杜，1984
　　年。
　（7）以上の経過については，公正敢引委員会『独占禁止政策20年史』1968年，p．135
　　－9筥同『独占禁止政策30年史』1977年，p．89参照。
　（8）「猿禁法の改正は困難か」『東洋緩済新報』1952年6月7恥
　（9）「猿禁法などの民主化法規改廃は更に検討　政府与党　国際的影響を考慮」『日本
　　経済新閲』1951年9月11日。
　⑩　「独禁・事業老団体爾法の改正案」『日本経済新聞』1951年11月17，21，23恥
　⑩　『目本経済新聞』1951年12月7恥なお・このアメリカ側の強硬な姿勢の解釈に
　　ついては，丸山泰夫「戦後反独占政策の変遷と独占資本の構造的変化」『戦後目本
　　の工業政策』日本評論新杜，1957年，p・142－4，御園生響『日本の独占禁止政策
　　と産藁組織』河出蕃房新杜，1987年，μ70－71。
　⑲　52牢4月28目の対日平和条約発効直前に行われた，高橋通産犬臣とカッカート経
　　済科学局長との最終定例会見の席上において，マッカート局長は，とくに独占禁止
　　湊改正聞題に言及し，当時の財界の独占禁止法緩和の強い要勤こもかかわらず，「独
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　禁法のドラスチックな緩禾口は，日本経済それ自身にとっても決して好ましい繕果を
　もたらすものではなく，目本政府としては慎重な態度をもってこれに当たるべきで
　ある」との旨を示唆したと伝えられてい机前掲丸山「戦後反独占政策の変遷と独
　占資本の構造的変化」p．152筥
⑬　経済審議庁『経済白書』昭和27年度。「操短商品の需給と採算」『東洋経済新報』
　1952年3月29目，「操短実施と綿紡・化繊業界」『同』1952年4月5目。
⑭　なお，共同行為を認める業種を政令で指定せず，協定を認可するときにチュック
　するという方湊もありえたが，これに対して通産省は，業者が協定を進める場合，
　その協定が「官庁から認可されるかどうか判らず，梱当な不安もあり，又場含によ
　っては無駄も生ずる。更に又，協定を進めることは，独禁法の例外を認めることで
　あるから，業種を指定しないとすれば，どのような業種についても，又何時でも独
　禁法の適周除外を認める建前とも介される虞があるから，対外的にも必ずしも好ま
　しくない」との理由をあげた。企業局「重要産業安定湊に関する問題点（一）」1952
　年9月25目。
⑯　戦前の重要産業統制法の構成と運用については，通商産業省編『商工政策史　第
　ユ1巻　産業続制』（前困靖幸執筆）商工行政史刊行会，ユ964年，μ41－68。拙稿
　「産業合理化と重要産業統制湊」『隼報・近代日本研究・6・政党政治の成立と崩壌』
　山川出版杜，1984年，を参照されたい。
⑯　通産省企業局「臨時特定産業安定湊の問題点」（作成時不詳）。
⑰　「重要産業安定法に公取委の批判駒意見」『目本経済新聞』1952年11月11目。
⑱　「独禁法の根本改正，財界要望，単独法成立は望まず」『目本経済新聞』ユ952年9
　月15恥堀越禎三編『経済団体連合会10年史，下』ユ963年、p・9㌔次お，同湊案の
　主たる適用対象と想定されていた繊縫部門の意見も批判的であった。「重要産業安
　定湊，通産省業界と懇談」『目本経済新聞』1952年9月20目。
鱒　以下の記述は，通産省企業局「臨時特定産業安定湊（案）について法令審査（10・
　9）で間題となった諸点」ユ952宰ユO月ユO日，及び同「臨時特定産業安定法案（第3
　次）について法令審査（第2回）で問題となった諸点」1952年11月20日によるが，
　より詳しくは，通商産業後通商産業政策吏編纂委員会編『通商産業政策史』（近刊）
　第5巻第2章2節，参照。
⑳　「国会提出に異論，通産当局で再検討」『日本経済新閣』1952年11月13目。なお，
　すでに9月初頭の時点で，省内に「同湊案と10月の綿紡勧告操短との関係をめぐっ
　て異論が生じ」制定を一蒔見合わすぺきとの杢張が有力になったことを伝えてい
　る。　『目本経済新闘』1952隼9月7日。
㈲　肩本産業協議会との合餅後，初の経済団体遵合会総会（1ユ月21日）に出庸Lた池
　田通産犬臣は，政府の経済政策の基本方針の重要な柱の一つとLて，独占禁止法の
　改正を明示Lた竈この時点で，通産省の方針は転換したとみてよかろう。「経済積
　極策は可能」『目本経済新聞』，1952年王1月21目。
働　「次期国会に法案を提出」『目本経済新聞』1952年11月28日。
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⑳　以下刹用する，経済審議庁産案課「私的独占禁止法及び公正敢引確保に関する法
　葎の改正について」1952隼11月27恥及び通産省企業局「私的独占禁止法改正につ
　いて」工952年12月18目については，通産省『戦後通商産業史』参照。
㈱49－50年度に独占禁止法は，その形式要件に従って厳格に運周され，同期間にお
　げる不当な敢引割隈（3条後段），事業老団体法違反事件は8ユ件に達する。この点に
　ついて詳しくは，前掲『強占禁止政策20年吏』p・96－107，今村成和『私的独占禁
　止湊の研究（一）』p．工80一ユ96。
㈲この解釈は，有名な49年の合板入札価格協定事件で定着していた。詳しくは，公
　正取引委員会事務局編『改正独占禁止法解説』目本経済新聞杜，1954年，p．ユ04以
　下百
⑳　この遇程については，前掲『昭和財政史2』独占禁止，第4章1節参照。
㈱　「独禁法改正の要望意見」（前掲『経済団体連合会10年吏　下』p・91－4。なお，
　同意見は，12月23目に新聞発表されたが，10日の常任理事会で改正意見についての
　合意をみており，その「意見案」は，10目以降，各省にすでに送付されていた。
鶴　前掲『独占禁止政策3θ年史』p・90，およびp・μ6。なお同書は会見をヱ9日とし
　ているが，新聞報道によれば18目である。「独禁法緩和公取委の方針」『日本経済新
　聞』1952年12月20目o
⑳　この蒔点で，鏡争割隈禁止法案は，違邦議会に提出されたのみで，いまだ成立L
　ていたい。同法の成立事清の簡単なスケソチとしては，斉藤芳治「西ドイツ『競争
　制隈禁止法』の立法事清」『公正敢引』1959年2月。
⑳　「独禁湊を犬幅改正　公取通産意見一致」『目本経済新聞』1952年12月20恥
㈱　独占禁止法審議会を中心とした58年改正問題の経緯については，前掲『通商産業
　政策史』第5巻，第2章，第3節で解明されるが，さしあたり，前掲，御園生『日
　本の猿占禁止政策と産業組織』p・102－112参照。
鋤　この点につき経済審議庁案は次のように記している。
　　　「市場の独占的支配はそのこと自体遼法となるか，または，公共の利益に反する
　場合一第1条の目的と照応せLめその実際の運営上利益カミ勝り弊害の面が少ない
　場合には合法と注るという条理判断を認め飢従って，憲法の『公共の福祉』と同
　義一においてのみ違法となるかが，独禁湊第2条第3項（私的独占）及び同条第
　4項（不当敢引制限）の『公共の利益に反して』の規定の解釈に照らして疑間があ
　る。本案は，公正自由競争の限界栓，特に關文を以て規定する点及び経緯はともか
　　く湊簿周言蕃はわが国法体系上客観的に解釈されるべきであることなどに困り，『公
　共の利益』なる字句は，本法第1条の目的概念と照合せLめて「一般消費老の利益
　と国罵経済の民主的健全発達」をいうものと解するo
　　備考1，本案の如く解釈すれぱ，特に猿禁法の改正を行わずとも，第1条の目的
　により本法の運用を現在の経済清勢に適応せLめ得るとの説もあろうが，法律の明
　確化及び予防規定の緩和化をはかる必要上改正するを可とする。」（経済審議庁産業
　課「私的独占禁止法の改正について」1952年12月22日）。
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鶴　「独禁法改正経審庁案成る」『目本経済新聞』1952年12月30目。
鋤　「独禁法の改正案纏る　公取と折衝を開始」『日本経済新閲』1953年1月22日。
鯛　以下，利用する53年1月14日付の「独占禁止法改正についての意見（第2次案）」
　について，詳しくは，前掲『通商産業政策吏』第5巻第2章2節4参照。
鯛　以下，記述は，公正敢引委員会『私的独占禁止法改正要綱及び解説資料』1953年
　2月3日によるo
鋤　たお，同要綱が，あえてユ節をもうけてカルテルを以上の場合に隈定すべき理由
　を強調した点は付け加えておく必要があろう。すなわち，同要綱はその第3節で，
　①カルテルは，関連産榮，特に中小企業，農民，消費者の利益を侵書するおれがあ
　る。②カルテルは，産業合理化を阻害し，特に輸出産業の国際競争を滅殺するとの
　2点を，r何故カルテルを無割隈に認めることはできないのか」の理由とLてあら
　ためて強調したのである。
鯛　ただ，12月の声明では，いまだ言及していなかった不当な事業能力較差の排除規
　定＝第8条を，ここで公正敢引委員会が自ら削除した理由は，必ずしも明らかでは
　ない。1月になって第8条削除の要求が，政府内部の改正案にまで拡大したこと，
　また公正敢引委員会内部の判断とLては，占領下の集中排除政策の笑施の結果，猿
　占的大企業が分割されて当圃該当する事態発生の可能性が小さく，しかも仮にそれ
　が発生しても「不公正敢引」の追加規定（表1参照）によって事後的に排除しうる
　こと等が，その根拠であろうoいづれにせよ1この削除によって独占禁止法の適用
　範囲は，独占的行為のみに局限され，独占的状態の規制は不可能になった。そして，
　77年の独占禁止法の強化改正の際にこの市場構造規制が復活するのである。
錫　この点については後の回想であるが，前掲『独占禁止政策30年史』p．449－50を
　参照。
的　「共同行為認可制度に疑義」『目本経済新聞』1953年2月5恥
㈹　なお，このほかに全国銀行協議会は，金利協定が適用除外カルテルに該当するよ
　う要求した。「銀行にもカルテル全銀協　独禁法改正に要望」『目本経済新聞』昭和
　28年2月11目。
鋤　「財界公敢爾案折褒図る」『日本経済新聞』1953年2月8日，「通産省案公敢委へ」
　同2月11日。なお，2月9目付の通産省案「私的独占禁止法および公正敢引の確保
　に関する法葎の改正ならびに，事業者団体湊廃止に関する件」（1953年2月9目）の
　全文は，有沢広巳，稲葉秀三編『資料戦後20年史2』日本評論杜，1966牟，皿198
　－9に掲載されている。
綱　「販売・金融にも適用　経審庁の意見纏る」『日本経済新閨』1953年2月12目。
幽　経済審議庁「公正取引委員会案による『私的独占禁止法改正要綱』に対する意見」
　昭和28年2月11目。
燭　その他，公正取暮1委員会の「要綱」に対して運輸省，農林省も意見書を提出し
　た。運輸省意見は，①カルテルについては生産部門に限らず，運輸関係事業につい
　ても繕成しうるよ引己すること，②主たる消費者である事業の主務大臣の意見を徴
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　し，これを尊重して認可することの2点にあり（運輸省「私的独占禁止法要綱に対
　する意見について」），認可にあたって消費者側の主務犬臣に対する協議を求めるの
　は，農家経営安定の観点から肥料価格の動向につねに注圓しててきた農林省も同様
　であった（農林省「公正敢引委員会の私的独占禁止法改正要綱に対する意見」1953
　年2月3貝）。
鯛　「公敢委の線カ…妥当」『日本経済新聞』1953年2月17目。
物　犬蔵省「私的独占禁止法要綱に対する意見」1953年2月16目。
⑱　「カルテル大幅緩和は間題」『目本経済新聞』1953年2月15目。
鱒　「不正競争防止湊承認」『朝目新聞』1958年2月12日。
⑩　『目本外交史　第30巻　講和後の外交　皿　経済（上）』（萩原徹監修）鹿島研究所
　出版会，1972年，P．278－80。
鉤　「会期聞委員会勧告」『朝日新関』1958年2月ユ5日。
鉤　日米修好通商条約と同様の独占排除の趣旨を織り込んだアメリカとギリシ†・コ
　ロソビア，イタリア聞の条約締緕については（柳父徳太郎「不正競争間題としての
　国際反独占政策」（国際経済法研究会編『国際不正競争の研究』有斐閣，1955年，p・
　443）を参照。
鵠　入江啓四郎「目米通商航海条約要綱」『法葎時報』1953年6月，「日米通商条約上
　の基本問題」『東洋経済新報』1953年2月21目。
戯　このユ2月以降の簸航の経遇は，『目本経済新聞』1952年ユ2月7，9，29目，53年1
　月7，22，25目，2月4，8，28日によるo
鵠　「経審案と調整可能　独禁法改正横田氏言明」『目本経済新聞』1953年2月工8日。
闘　通産省r昭和28年2月6目附通産省意見中公正取引委員会改正要綱に同意した点」
　（作成時不詳）。
帥　「教禁法改正　各省調整成らず」『目本経済新聞』1953年2月19目。
鵠　なお，この点については，第15国会で質問に答えた通産省企業局の政府委員カミ，
　次のように述ぺたことは鋳証となろ㌔「今回の改正案カ減立いたLます遇程にお
　　きましては，公正敢引委員会ともいろいろ議論を重ねましたが、……政府の最後の
　繕論といたLまLては，独禁法体制，公正取引委員会の機構というようなものは，
　少なくともガットの加入とか，今後の対外通商を円滑に進めて行くという場合に，
　その本質をかえるというような点まではいかがかとわれわれも考え童して……」（第
　15回国会衆議院経済安定委員会議事録第16号』1953年3月6日）最終的な調整遇程
　で，国際社会への円滑な復帰という要請の前で，通産省側カミ後退Lたことを窺うこ
　　とができようo
闘　「“政府”にカルテル認可権，関係次官会議，漠然とLた繕論」『目本経済新聞』
　1953年2月20目。
㈹　経済団体連合会「独楽法改正案に関する意見」（前掲『経済団体連合会10年史下』
　P．95－6）。同意見書は，「証券保有，役員兼任等の樹隈条項の改正については，わ
　　れわれと殆ど同一の結論に到達している」と改正案の企業繕合関係規定の緩和につ
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　いては一応評価しながらも，r独禁法改正の最大の眼圓である企業の共同行為なら
　びに合併に関する制限条項の緩和に際して，内外経済の現状認識に欠くるところあ
　るは，われわれの極めて遺憾とするところである」とLてあらためてこれまでの主
　張，すなわちカルテルの届出樹による承認，その弊害規制という新たな原理への転
　換を強調した。また公聴会における同会副会長植村甲午郎の意見も同趣旨であっ
　た。（『第ユ5回国会経済安定委員会公璃会第1号』1953年3月13肌
帥　以下の記述は，第16回国会衆議院経済安定委員会議事録各号によ飢なお・この
　論点が中心に議論されたのは，第7回安定委員会（7月ユ5目）であ私
鉤　質疑応答にたった法制局参事官すら，最後には「この法葎の不況カルテルにおい
　ては，認定1認可という2つの段階がありますので非常にいろいろな混舌Lを生じて
　いる」と述べなげれぱならなかったo
飼　「そもそも吉田政府が本法を改正するのは・資本主義が行き諾まってきた現れで，
　一時的延命策に過ぎず・…・・杜会主義計画経済以外にとるべき途はない」というのが
　杜会党の基本的立場であり，また改進党の理念も・安定委員会でカルテルの積極的
　機能，あるいは公共の利益の定義の変更（消費者の利益から，国民経済全体の利益）
　を強調Lたその所属議員の主張から引き出されるのは，戦前的な弊害規制主義の体
　制に飽ならないo
鋤　「改進党独禁法改正に修正案」『目本経済新聞』1953年7月15恥
鯛　「価格カルテル認む」『目本経済新聞』1953年7月22目。
鯛　前掲，三和良一「1949年の独占禁止法改正」p．254。
鋤　しかし，周知のように通産省・経済団体連合会主導の大幅改正案は・反猿占を要
　求する経済主体（農業，中小企業，消費老団体）の激Lい反発にカロえ，同法案の審
　が警察官職務執行法をめく“る与野党の閥の激Lい紛糾に巻き込まれたために，結局
　審議宋了廃案となるのである。詳しくは，前掲『独占禁止政策30年史』p．118－9
　参照。
鯛　前掲『独占禁止政策20年吏』p．192－4。
鯛　通産省企業局編『企業合併の効果と間題点』ヱ962年，p・13－4鉋
⑳　改正前52年の株武保有状況（上場会杜）は，個人55．8％，金融機関15．8劣，法人
　11．8％であったが，56年には前老カ；49．8劣に低下Lたのに対Lて，鐘著はそれぞれ
　21．7％，15，8％に上昇した（データは大蔵省及び全国取引所『株式分布状況調査』
　各年版）。
⑳　この経遇は，前掲τ通商産業政策史』第5巻第2章2節5で詳論されるが，さし
　あたり前掲御園生等『日本の猿占禁止政策と産業組織』p．95－101，及び198－20
　参照。
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